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函館市自治基本条例（原案）に対するパブリックコメント手続の
実施結果について

案 件 名 函館市自治基本条例（原案）

募 集 期 間 平成２１年６月１５日（月）～７月３１日（金）

担 当 課 総務部行政改革課

個人（持参） １人・２件，個人（郵送）１人・１１件，
意見提出者数 個人（E-mail）２人・６件

計４人・１９件

○函館市自治基本条例（原案）に対する意見

意見の概要 市の考え方

１ 第２条関係

条例（原案）第２条で「市民」を「市内 「市民」の定義につきましては，自治基本
に住所を有する者，市内に通勤し，または 条例策定検討委員会においても，いろいろと
通学する者および市内で活動する法人その 議論があったところですが，これからの「ま
他の団体」と定義していますが，極めて曖 ちづくり」には市内に住所を有する者に限ら
昧な定義で，市内でビラ配りをする運動家， ず，通勤・通学する人や，市内で活動する法
或いはその所属する団体までも市民と捉え 人その他の団体も主体的に携わるべきとの趣
ることが出来ますし，条例（原案）第１６ 旨でこのように定義したものです。
条により，そうした「市民は，自由かつ平 先人が築き上げてきたこのまちが，更に輝
等にまちづくりに参加する権利を有し」， き，だれもが安心して豊かに暮らせる函館，
「市が保有する情報について知る権利を有 夢と希望にあふれ，心はずむ函館となるよう，
する」とされ，地方自治法による「住民」 次の世代に引き継いでいくために，「まちづ
の定義が故意に拡大されて定義されていま くり」に関する活動をする個人・団体は「市
すが，住民と別に市民を定義する必要性以 民」と定義付けてよいものと考えます。
上に，危険性の方が大きいと考えます。
市民の定義は地方自治法に定める「住民」

とすべきです。

２ 函館市の主体を納税者たる市民であるこ
とを明示すること。

３ 外国人居住者の取り扱いを明確にするこ
と。

４ 第３条関係

条例（原案）第３条において，「市は， この条例（原案）の目的は第１条で規定し
条例，規則等の制定，改正または廃止に当 ているとおり，「市民自治の基本理念および
たっては，この条例との整合を図らなけれ 基本原則を示すとともに，市民，議会および
ばなりません」として他の条例に基本条例 市長等の役割，責務等を定め，ならびに行政
との整合性を求めていますが，様々な問題 運営の基本事項を明らかにすることにより，
点が指摘されて議会で否決されたり，制定 市民自治によるまちづくりの推進を図り，も
されたものを改廃しようとする動きがある って安全で安心な，豊かに暮らせる，活力の
ような自治基本条例の理念を他の条例にま ある地域社会を実現すること」です。
で及ぼそうとするもので危惧の念を抱かざ この条例の趣旨については，これからのま
るを得ません。 ちづくりには必要不可欠な視点であると考え
そのような目的での条文を設けることに ていますので，今後の各種施策の実施や条例

は反対です。 ・規則の制定・改廃の際には，この条例（原
案）の趣旨を十分に尊重すべきとしました。
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意見の概要 市の考え方

５ 第１１条関係

何故自治基本条例に取り上げられる必要 「子どもの健全育成」については「函館市
があるのでしょうか。或いは，子供を取り 自治基本条例に関する提言書」において，本
上げるのであれば，高齢者も取り上げるべ 市において普遍的に取り組んでいくべき重要
きではないでしょうか。この条文を設けた な課題の一つとして位置付けられたものであ
のは，函館市において男女共同参画条例が り，他の６つの課題とともに条例に組み入れ
施行され，自治基本条例がもし施行された たもので，他の条文との整合性や普遍性につ
後に，これも全国で問題になっている子ど いて庁内協議を行い条例化するものです。
もの権利条例を制定することを，この基本 したがいまして，ご意見にあるような内容
条例に盛り込み，既定化しようとしている を既定化しようというものではありません。
からではないでしょうか。
子供の健全育成に反対するものではあり

ませんが，自治基本条例にこの条文を入れ
ることには反対です。

６ 第１４条関係

条例（原案）第１４条で住民投票の意思 条例（原案）第１４条第１項において「市
を確認する市民を「市内に住所を有する者」 長は，広く市民の意思を確認するため，その
として，住民投票については第２条で規定 事案ごとに，別に条例で定めるところにより，
する市民から限定しているかのようですが， 住民投票を実施することができます」と規定
地方自治法で条例の制定や改廃などに関す しています。
る住民投票の請求や投票の権利を，選挙権 したがいまして，個別条例を制定する際に
と同様に「日本国民たる住民」に限定して 投票資格者の要件等を定めることになります
いるのと比べると，選挙権を有する者，或 ので，ここでは「市内に住所を有する者に限
いは日本国民という限定がなく，市内に住 ります」との規定にとどめています。
所を有すれば外国人でも構わないと解釈出
来，地方自治法に違反する恐れがあると考
えられます。
条例（原案）第１４条は明確に「日本国

民たる住民」に限定すべきです。

７ 条例全般

条例（原案）全般に亘って，市民の権利 地方分権という大きな流れにより，今後ま
が規定される一方で，地方自治法に定める すます地方自治体の権限と責任の拡大が予想
ところの市長の権限には触れず，市長の責 されるなか，これまでの行政主導の行政運営
務を規定し，また住民投票を謳っています から，市民参加協働によるまちづくりへの転
が，間接民主制の否定や議会軽視の危険性 換と自立した自治運営を行うためのルールづ
があります。 くりが必要であり，そのための「自治基本条
このような条例を制定することは反対で 例」の制定は意義があるものと考えます。

す。 また，住民投票は市政運営上の重要事項に
ついて，直接，住民の意思を確認するために
行われるもので，あくまでも議会制間接民主
主義を補完し，住民の意思を把握するための
制度として実施されるものと認識していま
す。

８ 条例全般 自治基本条例を，今後，より実効性のある
ものとし，市民自治によるまちづくりを推進

市民・議会・市長・職員の責務や役割で して行くためには，まず，行政側の意識をし
の規定の仕方に温度差があるように感じま っかり持つことが必要だと考えています。
す。市民の責務が柔らかく，市の方に厳し そうしたことから，市や市長，職員について
いように感じられます。もっと市民の責務 は，法令で既に定められているものや，自治
を強調してもよいと思います。 基本条例策定検討委員会や条例（原案）作成

時において，当然に行わなければならない事
項としたものについて，努力義務ではなく義
務的な規定にしたものです。

９ 条例全般

同じ「努める」でも規定する箇所で違っ ご指摘のとおり，使い方を整理したうえで
ているのは，不可解です。理由があればい 修正いたします。
いのですが，「努めなければなりません」「努
めるものとします」「努めます」など使い
方に違いがあります。（他の文末も同様で
す。）
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意見の概要 市の考え方

10 条例全般

今回の条例原案についての感想は，市民 自治基本条例におきましては，有識者や市
が大きく関わる画期的な条例にも関わらず， 民公募などの委員で構成された自治基本条例
今ひとつ親しみが感じられず，いかにも行 策定検討委員会において，４０回にもおよぶ
政がつくった条例という感じがしてなりま 議論を重ね，まさしく市民とともに作り上げ
せん。条例全体の内容については，他の自 てきた条例であると認識しております。条例
治体の条例と比較しても遜色はないのです （原案）の作成にあたっては，これまでの本
が，主語（市，市長等，本市など）の使い 市の条例と比較し，平易な言葉で市民のみな
分けと各条文の関係が複雑で，何度か読ま さんに親しみやすい条例となるよう，検討委
ないと理解できないところが見受けられま 員会からの提言をできる限り尊重しておりま
す。もう少し市民側の視点にたって，わか すが，「条例」であることから，一定の法制
りやすい文章構成に整理されることを望み 的な制約があることもご理解いただきたいと
ます。 思います。

○その他の意見

意見の概要 市の考え方

11 不要，不急の区別を認識し，無駄を省い
て函館市と市議会議員，そして市民との共
通認識を計り行財政の健全化計画をトップ
に据えること。

12 市議会委員の海外出張は避けることとし，
必要があるときは市民の代表を随伴させる
こと。ただし，姉妹都市交流等の必要があ
る場合の出張は別途考慮する。

13 議会で解決の出来ない難問題や大規模の
不動産の処分と購入等の解決に市民の代表
者と専門家を参加させること。

14 納税者たる市民参加型の市政運営で市民
とのコミニュケーションを深め活性化させ，
市民からの意見を尊重すること。

15 市民の中から行政監査員制度（仮称）を 条例とは直接関係ないご意見と判断します
適用し，市行政の成果を報告させて行政の が，今後の市政運営のための貴重なご意見と
効率化と無駄の徹底的な排除を図ること。 して参考とさせていただきます。

16 函館市民の社会的なルールやマナーの向
上を図るために小学校から中学校の中で教
育する時間を設けること。

17 自然環境条例，自然景観条例，自然地形
条例を制定して歴史的な町並みの保全と，
自然災害，人工災害から住民を守る厳しい
罰則を含めた条例を作成すること。

18 大都市ではあまり影響は語られないが，
行政区域外から通勤する市職員に対しては
市民税等の公平な税の負担を求めること。
（例えば通勤手当の最高支給額の限度を少
なくするなど）

19 災害時の連鎖被害を防ぐために，高層建
築物（商業ビル・ホテル）等の高さの制限
を厳しく定め，安全が市民全体のものであ
ることを内外に告知すること。（防災上）
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意見等を考慮し 「努める」など，規定する箇所によって語尾が違っていたため，使い方を

た結果の修正案 整理したうえで修正しました。（別紙参照）

結果の配布場所 総務部行政改革課（市役所本庁舎６階）

総務部行政改革課
お問い合わせ先

TEL ０１３８（２１）３６６８ FAX ０１３８（２３）６４０５



別 紙

自 治 基 本 条 例 の 語 尾 の 修 正 に つ い て（案）

○ 語尾の整理について

行政部門と市民の役割・責務を明確に区分するため，「市，市長等，議会，議員，職員」の行
政部門については，特に理由のある場合を除き，努力義務的な言い方ではなく，義務的な言い方
となる“～なければなりません”で結んでいます。ただし，条項の第２項以降で第１項の手法等
を規定している条項等については，第１項の末尾で読むこととし，第２項以降では“ます”とし
ています。
また，「本市，市民（主語に市民を含むもの）」については，努力義務的な言い方となる“～
ます”としています。
なお，努力義務規定以外の語尾は“ます”で結んでいます。

①「市，市長等，議会，議員，職員」 ・・・・・・・・・・・ ～なければなりません。

②「本市」，「市民」および主語に「市民」を含むもの ・・・ ～ます。

修 正 前 修 正 後

（情報の提供） （情報の提供）
第６条 市は，まちづくりについて市民と共通の 第６条 市は，まちづくりについて市民と共通の
認識を持つために，保有する情報を市民に積極 認識を持つために，保有する情報を市民に積極
的かつ迅速に，分かりやすく提供するよう努め 的かつ迅速に，分かりやすく提供するよう努め
ます。 なければなりません。

（情報の公開） （情報の公開）
第７条 市は，保有する情報について，市民の知 第７条 市は，保有する情報について，市民の知
る権利を保障し，個人情報等の公開できない情 る権利を保障し，個人情報等の公開できない情
報を除き，公開します。 報を除き，公開しなければなりません。

（総合計画） （総合計画）
第22条 市長等は，将来を見据えた，総合的で計 第22条 市長等は，将来を見据えた，総合的で計
画的な行政運営を図るため，総合計画（議会の 画的な行政運営を図るため，総合計画（議会の
議決を経て定める基本構想ならびにその実現を 議決を経て定める基本構想ならびにその実現を
図るための基本的な計画および実施に関する計 図るための基本的な計画および実施に関する計
画をいいます。以下この条において同じ。）を 画をいいます。以下この条において同じ。）を
策定します。 策定しなければなりません。

（個人情報の保護） （個人情報の保護）
第27条 市は，市民の基本的人権を擁護するため 第27条 市は，市民の基本的人権を擁護するため
，保有する個人情報を適切に管理し，保護しま ，保有する個人情報を適切に管理し，保護しな
す。 ければなりません。

（行政評価） （行政評価）
第28条 略 第28条 略

２ 市長等は，行政評価の実施に当たっては，市 ２ 市長等は，行政評価の実施に当たっては，市
民，有識者等による外部評価の仕組みを整備す 民，有識者等による外部評価の仕組みを整備す
るよう努めなければなりません。 るよう努めます。

（危機管理） （危機管理）
第33条 略 第33条 略

２ 市長等は，危機管理体制を強化するため，市 ２ 市長等は，危機管理体制を強化するため，市
民，関係団体等との連携を図り，その協力が得 民，関係団体等との連携を図り，その協力が得
られるよう努めなければなりません。 られるよう努めます。

第37条 略 第37条 略

２ 市長は，前項の規定により検討し，および必 ２ 市長は，前項の規定により検討し，および必
要な措置を講ずるに当たっては，市民を主体と 要な措置を講ずるに当たっては，市民を主体と
した検討組織を設け，その意見を聴かなければ した検討組織を設け，その意見を聴くものとし
なりません。 ます。

※ 今後，上記のほか，議案の提案前に法制的な修正を行う可能性があります。


